
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

物品購入等

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

テロ等への対処能力向上のための銃器の整備費等（増）

30年度要求

1,264

事業番号 0017

-

29年度当初予算

1,068

1,068 1,264

26年度

4,527 4,768 3,920

年度-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

100 100

271,206

271,206 273,183

273,183

100 -

-

-

-

1,068 1,264

関係する計画、
通知等

達成度

270,681

-

270,681

年度

-

-

-

1,874,055/1

27年度

1,303,107/1

4,519 4,768 3,920

丁

平成２９年度行政事業レビューシート 警察庁

執行額

2,044 1,226 1,452 1,263 1,264

1,122 1,303

執行率（％） 92% 92% 90%

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　厳しい治安情勢の下、警察活動の基盤となる拳銃、実包等の警察装備品を国が整備し、これを有効に活用することで全国的に一定水準の警察活動を確保
する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

丁
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

210

1,874

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,149

単位

年間執行額／年度

単位当たり
コスト

195

27年度

　都道府県警察及び警察庁の警察官に貸与する拳銃の更新整備並びに職務執行及び射撃訓練に必要な実包の整備を図る。
　また、職務上、常時制服を着用する警察大学校及び各管区警察学校の教官並びに入校教養を受ける新規採用者に支給・貸与する制服等の整備を図る。

288

2,044

- -

▲ 195

銃器の保有数

-

銃器の整備等 担当部局庁 長官官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、その他

担当課室 会計課装備室
装備室長
長沼　晃哉

事業名

会計区分

29年度

304

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 210

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

1,132

一定水準の警察活動を確
保するために必要な銃器
の整備

実施方法

26年度

％

丁

1,121,872/1

銃器等の整備

29年度活動見込

1,874,055 1,121,872 1,303,107

活動実績

28年度

千円

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

警察法第37条第１項第６号
警察法施行令第２条第６号

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

丁

計算式
執行額
　　/年度

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
会計課装備室調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 78% 91%

29年度
活動見込

30年度
活動見込



施策 １　総合的な犯罪抑止対策の推進

政策 １　市民生活の安全と平穏の確保

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 29 年度

中間目標

実績値 件 13,865

単位

地域住民等の安全を脅かしている犯罪の認知件数（重
要犯罪（注））
（注）　殺人、強盗、放火、強姦、略取誘拐・人身売買及
び強制わいせつ

地域住民等の安全を脅かしている犯罪の認知件数（住
宅対象侵入犯罪（注））
（注）　住宅強盗、空き巣、忍込み、居空き及び住居侵
入

実績値 件

26年度
年度

中間目標 目標年度

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器等の整備は、地域住民の安全を犯している犯罪の抑止につながる。

- 29
定量的指標

12,323

74,014 -

65,140 61,772 54,278 -

目標値 件 87,789 80,360 67,754

27年度 28年度

11,300 -

目標値 件

年度

14,504 14,371 13,30913,907 -

施策 ２　地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

測
定
指
標

中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

刑法犯及び特別法犯の総検挙人員に占める地域警察
官による検挙人員の割合

実績値 ％ 72.5 -

目標値 ％ 77 75.3 73.8 - 72.5

27年度 28年度定量的指標 単位 26年度

75.3 73.8

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器等の整備は、地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化につながる。

政策 １　市民生活の安全と平穏の確保

76.7

目標値

-

政策 ２　犯罪捜査の的確な推進

施策 １　重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

各重要犯罪（注１）の検挙率（注２）
（注１）　殺人、強盗、放火、強姦、略取誘拐・人身売買
及び強制わいせつ
（注２）　右記の数値は、未遂罪及び予備罪を含む。

実績値 % 70 73.2

% 64.2 65.1 67 - 69.6

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

重要窃盗犯（注１）の検挙率（注２）
（注１）　侵入窃盗、自動車盗、ひったくり及びすり
（注２）　右記の数値は、未遂罪を含む。

実績値 % 50.5 53.6 55.1 -

目標値 % 49.4 49.1 50.2 - 51.4

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器等の整備は、重要犯罪・重要窃盗犯の検挙につながる。



政策 ３　組織犯罪対策の強化

施策 １　暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

暴力団構成員等（注１）の数
（注１）　暴力団構成員及び準構成員等
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※目標値（基準値）は前年の値

実績値 人 53,500 46,900 39,100 -

目標値
人（より
減少）

58,600 53,500 46,900 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

薬物事犯の検挙件数
※27年度の実績値は暫定値
※目標値（基準値）は、平成25年度の欄は過去５年間
の平均値、26～28年度の欄は前年度の値

実績値 件 18,630 19,920 19,420 -

目標値
件（より
増加）

18,304 18,630 19,920 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

薬物事犯の検挙人員
※27年度の実績値は暫定値
※目標値（基準値）は、平成25年度の欄は過去５年間
の平均値、26～28年度の欄は前年度の値

実績値 人 13,294 13,800 13,427 -

目標値
人（より
減少）

12,965 13,294 13,800 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する
法律の適用による犯罪収益等（注２）の没収額・追徴額
（注３）
（注２）　犯罪収益、犯罪収益に由来する又はこれらの
財産とこれらの財産以外の財産とが混和した財産
（注３）　第一審裁判所において行われる通常の公判手
続きに行われる通常の公判手続きにおける没収額・追
徴額

実績値 円 525,782 4,123,454 2,054,995 -

目標値
円（より
増加）

4,820,203 4,221,270 4,740,705 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長
する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取
締法等の特例等に関する法律の適用による犯罪収益
等の没収額・追徴額
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※目標値（基準値）は、各年の過去５年間の平均値

実績値 円 334,574 205,269 304,652 -

目標値
円（より
増加）

905,765 680,116 463,455 -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器等の整備は、暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化につながる。

政策 ３　組織犯罪対策の強化

施策 ２　国際組織犯罪対策の強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

来日外国人による共犯事件の刑法犯検挙件数
※27年度の実績値は暫定値
※目標値（基準値）は各年の過去５年間の数値に係る
回帰直線上の値

実績値 件 3,312 3,138 3,316 -

目標値
件（より
増加）

2,806 2,604 2,002 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

国際組織犯罪を助長する犯罪インフラ事犯の検挙件数
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※犯罪インフラ事犯のうち、不法就労助長、偽装結婚
等、旅券・在留カード等偽造及び地下銀行の数値を計
上
※目標値（基準値）は各年の過去５年間の数値に係る
回帰直線上の値

実績値 件 792 723 640 -

目標値
件（より
増加）

695 753 763 -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

-

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

-- 年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

　別添の政策を達成するための手段として、本事業は、警察
の責務である公共の安全と秩序の維持のための警察活動
の基盤となる銃器等の整備を担っており、必要かつ適切な
事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

○

単位
-

計画開始時
28年度 29年度

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

　公共の安全と秩序の維持に当たることは警察の責務であ
り、その活動の基盤となる銃器等の整備事業は、国民や社
会のニーズを的確に反映したものである。

目標最終年度

-

　都道府県警察への銃器等の整備に係る経費は、警察法第
37条第1項第6号及び警察法施行令第2条第6号により国庫
が支弁することとなっており、また、全国的に一定水準の警
察力を確保する観点から、警察庁が実施すべき事業として
適切なものである。

○

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

国際組織犯罪を助長する犯罪インフラ事犯の検挙人員
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※犯罪インフラ事犯のうち、不法就労助長、偽装結婚
等、旅券・在留カード等偽造及び地下銀行の数値を計
上
※目標値（基準値）は各年の過去５年間の数値に係る
回帰直線上の値

実績値 人 1,045 1,014 884 -

目標値
人（より
増加）

949 965 1,013 -

6 7 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度
国外逃亡被疑者等（注１）（うち外国人）の検挙人員（注
２）
（注１）　日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者
及びそのおそれのある者
（注２）　入国審査で被疑者を発見して検挙した人員及
び外国から被疑者の身柄の引渡しを受けて検挙した人
員

実績値 人 36 34 34 -

目標値
人（より
増加）

39 36 33 -

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 29 年度

国外逃亡被疑者等（うち外国人）の処罰人員（注３）
（注３）　逃亡先国において国外犯処罰規定が適用され
た人員
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※目標値（基準値）は、平成25年度の欄は各年の過去
５年間の平均値、26～28年度の欄は各年の過去５年間
の数値に係る回帰直線上の値

実績値 人 8 4 0 -

目標値
人（より
増加）

3

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器等の整備は、国際組織犯罪対策の強化につながる。
なお、政策評価における５－１についても本事業は関連する。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

　本事業は、警察の責務である公共の安全と秩序の維持の
ための警察活動の基盤となる銃器の整備であり、国が負担
すべき事業として妥当なものである。

点検結果

有

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　当初見込みどおりの丁数の整備になっている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

引き続き、適正かつ効率的な事業実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼさない範囲で公募
広告により広く支出先を選定する等、コスト削減に向けた工
夫を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

　治安維持活動に必要な丁数を確保していることから、成果
目標に見合ったものとなっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
　公募広告により競争入札に付する等して銃器等を購入して
いることから、単位あたりコストの水準は妥当なものである。

○

有

平成28年度

現
状
通
り

‐

引き続き、執行における競争性・透明性の向上を図ること。また、整備した資機材の有効活用を図ること。

引き続き、適正かつ効率的な予算執行に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

 公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼさない範囲で秘匿
性を保ち、公募広告により入札業者を選定し指名競争等に
より支出先を選定しておりその選定は妥当なものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

　警察活動に十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

　執行額全額について、拳銃、実包及び制服等の整備のた
めに支出されていることから、真に必要なものに限定されて
いる。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

　契約案件の都度、競争性を高めるための契約方式を検討を行うとともに、過去の調達実績や市場の状況等を予定価格に反映させている。さ
らに、警察庁において一括調達を行っており、今後も効率的な予算執行に努める。

　拳銃、実包等は、警察官が職務を執行する上で必要不可欠なものであることから、引き続き老朽化した拳銃の更新や、治安情勢に応じた充
実強化を図る必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

○

-

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

13

17

17

60

18

45

16

妥当なものとなっている。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

警察庁

１，３０３百万円

拳銃等の購入

警察官用制服等の購入

銃器手入れ用具等消耗品の購入に必要な予算配分

Ａ．民間会社65者

１，２７２百万円

Ｂ．民間会社９者

２５百万円

警視庁

１百万円

Ｃ．都道府県警察

道府県警察
（３５機関）

５百万円

【指名競争入札（公募・秘）】

【随意契約（公募・秘）】

【随意契約（少額）】

【一般競争契約（最低価格）】

【随意契約（少額）】

【予算配分】

拳銃等の購入 警察官用制服等

の購入

銃器手入れ用具等
消耗品の購入に必
要な予算配分

Ｄ．民間会社 者

１百万円

銃器手入れ用具等

消耗品の購入

【随意契約（少額）】

【一般競争契約（最低価格）】



支出先上位１０者リスト

A.

薬きょうの処分

- -

-

-

-

-

-

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

機器の購入

実包等の購入

実包の購入等

実包の購入

実包の購入

実包の購入

実包の購入

実包の購入等

2

-

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

その他

13

4

122

22

51

79

11
指名競争契約
（最低価格）

- -

-24

-

- -

随意契約
（公募）

2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

14

- -12 39

15

24

- --

-

随意契約
（公募）

その他

随意契約
（公募）

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

-

-

-

拳銃の購入

拳銃等の購入

拳銃等の購入等

実包の購入

薬きょうの処分 -

- -

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 339

- -

-

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（公募）

-

-

6

1

8

7

2

5 - -

- -

4

9

- -

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

-

11

計 1 計 1

C.警視庁 D.日本特装（株）

費　目 使　途

予算配分
銃器手入れ用具等消耗品購入に必要な予
算配分

1 物品購入 銃口手入れブラシ他購入

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

物品購入拳銃等購入

費　目

計 357 計 12

費　目 使　途

B.赤城工業（株）
金　額

(百万円）

357 警察官用制服等の購入

使　途

物品購入

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 1

金　額
(百万円）

A.民間会社

12

民間会社Ａ

民間会社Ａ

民間会社Ａ

民間会社B

民間会社B

民間会社B

民間会社C

民間会社C

民間会社C

民間会社D

民間会社D

民間会社E

民間会社E

民間会社E



B

C

-

-

-

その他

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

その他

-

2 -

-

-

-

-

-

-

-

0.3

3

5

7

8

5

6

千葉県警察本部 4000020120006
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.4 その他 - - -

9 福井県警察本部 4000020180009
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.2 その他 - - -

愛知県警察本部 1000020230006
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.4 その他 - - -

3

4

1

2

警視庁 8000020130001
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

1 その他 - - -

12

13

（株）ブコウ 2010501023199 警察官用ネクタイ等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

6

7

4

5

青木産業（株） 3010501000107 警察官用短靴等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

10

11

8

9

辰野（株） 1120001077462 警察官用制服の購入 5
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

山本シーリング工業
（株）

8010701009868 警察官用帯革等の購入 2
随意契約
（少額）

- - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

赤城工業（株） 4010601000410 警察官用制服等の購入 10
一般競争契約
（最低価格）

10 -

随意契約
（少額）

- - -

青木産業（株） 3010501000107 警察官用短靴等の購入 2
随意契約
（少額）

- - -

2

-

赤城工業（株） 4010601000410 警察官用制服等の購入 2

-

- -

1
一般競争契約
（最低価格）

銃の購入

実包の購入等

-

-

-

-

-民間会社J

5

9

14

実包の購入

実包の購入等

銃の購入 -

24

-民間会社Ｉ

民間会社Ｉ

民間会社J

民間会社J

実包の購入

拳銃等の購入

実包の購入

25 - -

18

2 -
指名競争契約
（最低価格）

随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

-

-

-民間会社F

21

22

-

23 -

実包の購入

実包等の購入

実包等の購入19

20

15

16

-

22

-

- -

- -

随意契約
（公募）

一般競争契約
（最低価格）

随意契約
（公募）

-

17

民間会社G

民間会社H

民間会社Ｉ

41

40

-

-

-

-

50

0.7

3010701007950 警察官用装備品の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

甲（株）

岸義（株）

岸義（株） 3010501003118 警察官用帽子の購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

3010501003118 警察官用帽子の購入 0.1
随意契約
（少額）

- - -

ノーベル工業（株）

辰野（株） 1120001077462 警察官用制服等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

警察官用帽子等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

（株）武田商店 2011001013590 警察官用装備品の購入 0.1
随意契約
（少額）

- - -

2010001013865

民間会社F

民間会社F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪府警察本部 4000020270008
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.5 その他 - - -

北海道警察本部 7000020010006
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.4 その他 - - -

神奈川県警察本部 1000020140007
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.4 その他 - - -

沖縄県警察本部 1000020470007
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.4 その他 - - -

福岡県警察本部 6000020400009
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.3 その他 - - -



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

静岡県警察本部 7000020220001
銃器手入れ用具等消耗品
購入に必要な予算配分

0.2 その他 - - -

日本特装（株） 9010001033493
銃口手入れブラシ等の購
入

1
一般競争契約
（最低価格）

1 - -



主要施策名 該当の有無 会計区分 該当の有無

医療分野の研究開発関連 一般会計 ○

宇宙開発利用 交付税及び譲与税配付金特別会計

沖縄振興 地震再保険特別会計

海洋政策 国債整理基金特別会計

科学技術・イノベーション 外国為替資金特別会計

観光立国 財政投融資特別会計財政融資資金勘定

交通安全対策 財政投融資特別会計投資勘定

高齢社会対策 財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定

国土強靱化施策 エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定

子ども・若者育成支援 エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

自殺対策 エネルギー対策特別会計原子力損害賠償支援勘定

障害者施策 労働保険特別会計労災勘定

少子化社会対策 労働保険特別会計雇用勘定

食育推進 労働保険特別会計徴収勘定

男女共同参画 年金特別会計基礎年金勘定

地球温暖化対策 年金特別会計国民年金勘定

犯罪被害者等施策 年金特別会計厚生年金勘定

ＩＴ戦略 年金特別会計健康勘定

クールジャパン 年金特別会計子ども・子育て支援勘定

知的財産 年金特別会計業務勘定

地方創生 食料安定供給特別会計農業経営安定勘定

ＯＤＡ 食料安定供給特別会計食糧管理勘定

2020年東京オリパラ 食料安定供給特別会計農業共済再保険勘定

一億総活躍推進 食料安定供給特別会計漁船再保険勘定

- 食料安定供給特別会計漁業共済保険勘定

食料安定供給特別会計業務勘定

食料安定供給特別会計国営土地改良事業勘定

国有林野事業債務管理特別会計

貿易再保険特別会計

特許特別会計

自動車安全特別会計保障勘定

自動車安全特別会計自動車検査登録勘定

自動車安全特別会計自動車事故対策勘定

自動車安全特別会計空港整備勘定

東日本大震災復興特別会計

一般会計







主要経費名 該当の有無 実施方法 該当の有無 事業番号 省庁

社会保障 直接実施 ○ 　 （選択してください）

文教及び科学振興 委託・請負 新29 内閣官房

恩給関係 補助 新30 内閣府

防衛関係 負担 個人情報保護委員会

公共事業 交付 公正取引委員会

経済協力 貸付 警察庁

中小企業対策 その他 ○ 金融庁

エネルギー対策 消費者庁

食料安定供給関係 直接実施、その他 復興庁

その他の事項経費 ○ 総務省

法務省

その他の事項経費 外務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

原子力規制委員会

防衛省







開始年度 終了（予定）年度 行政事業レビュー推進チームの所見

不明 平成２６年度 廃止

昭和元年度以前 平成２７年度
事業全体の
抜本的な改善

昭和２年度 平成２８年度  事業内容の一部改善

昭和３年度 平成２９年度 終了予定

昭和４年度 平成３０年度 現状通り

昭和５年度 平成３１年度

昭和６年度 平成３２年度

昭和７年度 平成３３年度

昭和８年度 平成３４年度

昭和９年度 平成３５年度

昭和１０年度 平成３６年度

昭和１１年度 平成３７年度

昭和１２年度 平成３８年度

昭和１３年度 平成３９年度

昭和１４年度 平成４０年度

昭和１５年度 平成４１年度

昭和１６年度 平成４２年度

昭和１７年度 平成４３年度

昭和１８年度 平成４４年度

昭和１９年度 平成４５年度

昭和２０年度 平成４６年度

昭和２１年度 平成４７年度

昭和２２年度 平成４８年度

昭和２３年度 平成４９年度

昭和２４年度 平成５０年度

昭和２５年度 平成５１年度

昭和２６年度 平成５２年度

昭和２７年度 平成５３年度

昭和２８年度 平成５４年度

昭和２９年度 平成５５年度

昭和３０年度 平成５５年度以降

昭和３１年度 終了予定なし

昭和３２年度

昭和３３年度

昭和３４年度

昭和３５年度

昭和３６年度

昭和３７年度

昭和３８年度

昭和３９年度

昭和４０年度

昭和４１年度

昭和４２年度

昭和４３年度

昭和４４年度

昭和４５年度

昭和４６年度

昭和４７年度

昭和４８年度

昭和４９年度

昭和５０年度

昭和５１年度

昭和５２年度

昭和５３年度

昭和５４年度

昭和５５年度

昭和５６年度

昭和５７年度



昭和５８年度

昭和５９年度

昭和６０年度

昭和６１年度

昭和６２年度

昭和６３年度

平成元年度

平成２年度

平成３年度

平成４年度

平成５年度

平成６年度

平成７年度

平成８年度

平成９年度

平成１０年度

平成１１年度

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度



　

新



所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況 契約方式
廃止 一般競争契約
縮減 一般競争契約
執行等改善 指名競争契約
年度内に改善を検討 指名競争契約
予定通り終了 随意契約
現状通り 随意契約

随意契約
随意契約
補助金等交付
運営費交付金交付
国庫債務負担行為等
その他







一体改革分野 ブロック名 契約方式その２
社会保障 A 一般競争契約
社会資本整備等 B 一般競争契約
制度・地方行財政 C 指名競争契約
文教・科学技 D 指名競争契約
- E 随意契約

F 随意契約
G 随意契約
H 随意契約
I その他
J
K
L
M
N
O
P
Q
R
S
T
U
V
W
X
Y
Z
a
b
c
d
e
f
g
h
i
j
k
l
m
n
o
p
q
r
s
t
u
v







契約方式その２


